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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　共通に入力信号が入力され、それぞれから増幅された信号を出力する２つの増幅器と、
　前記２つの増幅器の出力信号を合成して出力する合成器と、
　前記２つの増幅器のそれぞれに対応する２組の従続接続された前置歪補償部と利得制御
部を有し、
　前記２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に移行する際、いずれ
か一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際、いずれか一方の増幅器が除去される
際、または、除去されたいずれか一方の増幅器が取り付けられる際に、前記２組の従続接
続された前置歪補償部と利得制御部の何れかの組の出力が、前記２つの増幅器に対して共
通に入力される入力信号とされ、
　前記前置歪補償部は、前記合成器の出力信号に基づいて歪補償成分を求め、求めた歪補
償成分に基づいて前記共通に入力される入力信号に歪補償を行い、
　前記利得制御部は、利得を定常値よりも下げて前記共通に入力される入力信号を定常時
よりも減衰させる、
　ことを特徴とする増幅装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記利得制御部は、前記２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に
移行する際、いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際、いずれか一方の
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増幅器が除去される際、もしくは、除去された増幅器が取り付けられる際の前記共通に入
力される入力信号の電力、または、前記合成器の出力信号の電力が所定の値より大きい場
合に、前記入力信号を定常時よりも減衰させる、
　増幅装置。
【請求項３】
　前記利得制御部は、前記２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に
移行する際、いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際、いずれか一方の
増幅器が除去される際、もしくは、除去された増幅器が取り付けられる際の前記入力信号
の電力、または、前記合成器の出力信号の電力に応じて前記利得を下げる量を変化させる
、
　増幅装置。
【請求項４】
　請求項１において、
　前記利得制御部は、前記利得を前記定常値よりも下げた後、所定の時間の経過後、前記
利得を前記定常値に戻す、
　増幅装置。
【請求項５】
　請求項１において、
　前記２つの増幅器のそれぞれに対応して配置される２つの故障検出部を更に有し、前記
２つの故障検出部のそれぞれは、前記２つの増幅器の対応する側の増幅器の故障を検出し
、該故障を検出すると、故障検出信号を前記２つの増幅器の他方側の増幅器に対応する組
の利得制御部に与え、
　前記利得制御部は、前記故障検出信号を受信すると、前記利得を定常値よりも下げる、
　増幅装置。
【請求項６】
　共通に入力信号が入力され、それぞれから増幅された信号を出力する２つの増幅器と、
　前記２つの増幅器の出力信号を合成して出力する合成器と、
　前記合成器の出力信号に基づいて歪補償成分を求め、求めた歪補償成分に基づいて前記
入力信号に歪み補償を行なう、前記２つの増幅器のそれぞれに対応する２つの前置歪補償
部と、
　前記２つの前置歪補償部の出力信号の一方を選択し、選択した出力信号を前記２つの増
幅器に共通に供給するスイッチ部と、
　前記スイッチ部により選択され、前記２つの増幅器に共通に入力される信号を出力する
一方の前置歪補償部から他方の前置歪補償部に切り替える際に、利得を定常値よりも下げ
て前記２つの増幅器に共通に供給される信号を定常時よりも減衰させる、前記２つの歪補
償部にそれぞれ従続接続された２つの利得制御部と、
　を有する増幅装置。
【請求項７】
　２つの増幅部と、前記２つの増幅部の出力信号を合成して出力する合成器と、スイッチ
部とを有し、
　前記２つの増幅部のそれぞれは、
　主増幅器と、
　前記主増幅器の入力側に置かれ、前記主増幅器の歪予測値を生成して入力信号に加算す
る前置歪補償部と、
　前記前置歪補償部の出力信号を直交変調する直交変調器と、
　前記直交変調器の出力信号の周波数を変換するアップコンバータと、
　前記合成器の出力信号の周波数を変換し、周波数変換後の前記合成器の出力信号を前記
前置歪補償部に与えるダウンコンバータと、
　前記アップコンバータの出力信号が入力され、前記２つの増幅部の双方の作動状態から
いずれか一方の作動状態に移行する際、いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移
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行する際、いずれか一方の増幅部が除去される際、除去されたいずれか一方の増幅部が取
り付けられる際、または、前記スイッチ部を一方の前置歪補償部から他方の前置歪補償部
に切り替える際に、利得を定常値よりも下げて前記入力信号を定常時よりも減衰させる利
得制御部と、
　を有し、
　前記前置歪補償部は、前記ダウンコンバータを通して与えられる前記合成器の出力に基
づいて、前記主増幅器の歪予測値を生成し、
　前記スイッチ部は、前記２つの増幅器の利得制御部の一方の出力信号を選択し、選択し
た出力信号を前記主増幅器に共通に与える、
増幅器。
【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明は，共通の入力信号をそれぞれ増幅する２つの増幅器を有する増幅装置であって，
特に，双方の増幅器の作動状態からいずれか一方の増幅器の作動状態に移行する際等の過
渡状態において，増幅器の出力信号に含まれる歪成分を抑制する増幅装置に関する。
背景技術
携帯電話等の移動通信端末の普及および移動通信における高速データサービスの需要増大
に伴い，基地局の送信出力の増大および基地局の信頼性の向上が大きな課題となっている
。
送信出力の増大を図るとともに，基地局の信頼性を向上するための方法として，送信用の
増幅器を２台設ける構成が考えられている。２台の増幅器によりそれぞれ増幅された信号
を合成することにより，１台の増幅器の場合と比較して，実質的に２倍の送信出力を得る
ことができるからである。また，一方の増幅器が故障しても，他方の増幅器によって，送
信出力は半減するものの，信号の継続した送信が可能となり，信頼性を向上させることが
できるからである。
一方，このような増幅器では，高効率で出力を得るために増幅特性の非線形領域で増幅す
ることも行われる。しかし，増幅特性の非線形領域で増幅を行った場合に，増幅器の出力
信号に非線形歪（歪成分）が生じる。このため，増幅器には，一般に，非線形歪を補償す
るための歪補償装置が設けられる。
このような歪補償装置の１つとして，ディジタルプリディストータ（ディジタル前置補償
器）がある。ディジタルプリディストータは，増幅器の入力側において，ディジタル処理
により増幅器の歪特性と逆の特性成分（歪補償成分，歪予測値）を用意し，これを増幅器
の入力信号にディジタル処理により付加するものである。これにより，増幅器において生
じる歪成分が打ち消され，増幅器から歪のない出力信号が得られる。
増幅器の増幅特性は増幅器ごとに異なることから，ディジタルプリディストータの歪補償
成分も増幅器ごとに異なる。したがって，使用される増幅器の増幅特性に応じた適切な歪
補償成分を得るためには，増幅器を所定の時間以上作動させ，プリディストータに増幅器
の増幅特性に応じた歪補償成分を求めさせる必要がある。このため，適切な歪補償成分が
求まり，増幅器の出力信号に含まれる歪成分が歪補償成分により打ち消されるまでには，
所定の時間を要する。
ここで，冒頭に述べた２台の増幅器が設けられる構成では，２台の増幅器が作動している
状態から，一方が故障し，他方のみの作動状態に移行する際に，増幅器の増幅特性が変化
したのと等価な状態が発生する。この場合に，ディジタルプリディストータの歪補償成分
を１台の増幅器の増幅特性に適した値とするために，再び所定の時間を要することとなる
。
このような過渡状態の間，歪成分を有する信号が増幅器から出力されることとなる。この
歪成分により，たとえば，隣接したチャネルにノイズが生じるなどの障害が発生すること
がある。
発明の開示
本発明の目的は，２台の増幅器によって信号を増幅している状態から１台の増幅器による



(4) JP 4083167 B2 2008.4.30

10

20

30

40

50

信号の増幅状態に移行する際等の過渡状態において，増幅器の出力信号に含まれる歪成分
を抑制することにある。
本発明による増幅装置は，共通に入力信号が入力され，それぞれから増幅された信号を出
力する２つの増幅器と，前記２つの増幅器の出力信号を合成して出力する合成器と，前記
合成器の出力信号に基づいて歪補償成分を求め，求めた歪補償成分に基づいて前記入力信
号に歪補償を行う前置歪補償部と，前記２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方
の作動状態に移行する際，いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際，い
ずれか一方の増幅器が除去される際，または，除去されたいずれか一方の増幅器が取り付
けられる際に，利得を定常値よりも下げて前記入力信号を定常時よりも減衰させる利得制
御部と，を有する。
本発明によると，２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に移行する
際，いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際，いずれか一方の増幅器が
除去される際，または，除去されたいずれか一方の増幅器が取り付けられる際の過渡状態
において，利得制御部の利得が定常値よりも下げられ，増幅器に入力される入力信号が定
常時よりも減衰される。これにより，上記過渡状態において，増幅器の出力信号に含まれ
る歪成分が抑制される。
また，本発明による増幅装置は，共通に入力信号が入力され，それぞれから増幅された信
号を出力する２つの増幅器と，前記２つの増幅器の出力信号を合成して出力する合成器と
，前記合成器の出力信号に基づいて歪補償成分を求め，求めた歪補償成分に基づいて前記
入力信号に歪補償を行う２つの前置歪補償部と，前記２つの歪補償部の出力信号の一方を
選択し，選択した出力信号を前記２つの増幅器に共通に供給するスイッチ部と，前記スイ
ッチ部を一方の前置歪補償部から他方の前置歪補償部に切り替える際に，利得を定常値よ
りも下げて前記２つの増幅器に入力される信号を定常時よりも減衰させる利得制御部と，
を有する。
本発明によると，スイッチ部を一方の前置歪補償部から他方の前置歪補償部に切り替える
際に，利得が定常値よりも下げられ，２つの増幅器に入力される信号が定常時よりも減衰
される。これにより，上記切り替え時において，増幅器の出力信号に含まれる歪成分が抑
制される。
さらに，本発明による増幅装置は，２つの増幅部と，前記２つの増幅部の出力信号を合成
して出力する合成器と，スイッチ部とを有し，前記２つの増幅部のそれぞれは，主増幅器
と，前記主増幅器の入力側に置かれ，前記主増幅器の歪予測値を生成して入力信号に加算
するディジタルプリディストータと，前記ディジタルプリディストータの出力信号を直交
変調する直交変調器と，前記直交変調器の出力信号の周波数を変換するアップコンバータ
と，前記合成器の出力信号の周波数を変換し，周波数変換後の前記合成器の出力信号を前
記ディジタルプリディストータに与えるダウンコンバータと，前記アップコンバータの出
力信号が入力され，前記２つの増幅部の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に移
行する際，いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際，いずれか一方の増
幅部が除去される際，除去されたいずれか一方の増幅部が取り付けられる際，または，前
記スイッチ部を一方の前置歪補償部から他方の前置歪補償部に切り替える際に，利得を定
常値よりも下げて前記入力信号を定常時よりも減衰させる利得制御部と，を有し，前記ス
イッチ部は，前記２つの送信増幅器の利得制御部の一方の出力信号を選択し，選択した出
力信号を前記主増幅器に共通に与えるものである。
発明を実施するための最良の形態
＜第１の実施の形態＞
図１は，本発明の第１の実施の形態による送信増幅装置１００の構成を示すブロック図で
ある。この送信増幅装置１００は，たとえば移動通信システムの基地局に設けられ，移動
通信端末への送信信号を増幅するために使用される。
送信増幅装置１００は，送信増幅器１および２，スイッチ（ＳＷ）３，ならびに合成器４
を有する。
送信増幅器１は，変調部１０，利得制御部１５，主増幅器（ＡＭＰ）１６，および故障検
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出部１７を有する。変調部１０は，ディジタルプリディストータ（ＤＰＤ）１１，直交変
調器（ＱＭＯＤ）１２，アップコンバータ（ＵＣＯＮＶ）１３，およびダウンコンバータ
（ＤＣＯＮＶ）１４を有する。送信増幅器１のこれらの構成要素は，たとえば１つの回路
ボード（カード）やパッケージ等に一体化されている。
送信増幅器２は，送信増幅器１と同様の構成を有し，変調部２０，利得制御部２５，主増
幅器（ＡＭＰ）２６，および故障検出部２７を有し，変調部２０は，ＤＰＤ２１，ＱＭＯ
Ｄ２２，ＵＣＯＮＶ２３，およびＤＣＯＮＶ２４を有する。送信増幅器２のこれらの構成
要素も，１つの回路ボード（カード）やパッケージ等に一体化されている。
この送信増幅装置１００では，変調部１０および２０のうち選択された側（現用側）から
の信号が現用側の利得制御部１５または２５を介してＳＷ３に与えられ，ＳＷ３から２つ
のＡＭＰ１６および２６に供給される。２つのＡＭＰ１６および２６は，ＳＷ３から与え
られた信号をそれぞれ増幅し，増幅された信号を合成器４に出力する。合成器４は，ＡＭ
Ｐ１６および２６からの２つの信号を合成し，アンテナ等に出力し，送信する。以下，送
信増幅装置１００の各構成要素および動作について詳述する。
送信増幅器１および２には，ＡＭＰ１６および２６によってそれぞれ増幅され送信される
べき信号（送信信号）が，図示しない前段の装置から共通に入力される。この送信信号は
，変調部１０および２０にそれぞれ与えられる。
ＤＰＤ１１（２１）（小括弧内の符号は送信増幅器２またはその構成要素の符号を示す。
以下同じ。）には，図示しない前段の装置からの送信信号と，ＤＣＯＮＶ１４（２４）か
らのフィードバック信号とが入力される。
送信信号は，たとえば移動通信端末に送信される信号（音声信号，データ信号，画像信号
，制御信号等）であり，中間周波数（ＩＦ）のディジタル信号（同相成分Ｉ信号および直
交成分Ｑ信号）である。フィードバック信号は，合成器４の無線周波数（ＲＦ）のアナロ
グ出力信号が，ＤＣＯＮＶ１４（２４）により中間周波数に変換（ダウンコンバート）さ
れるとともに，ディジタル信号に変換（Ａ／Ｄ変換）されたものである。
ＤＰＤ１１（２１）は，合成器４の出力信号に含まれる歪成分を補償するための歪補償値
を格納した歪補償テーブルと，歪補償テーブルの歪補償値を送信信号に加算するための加
算器とを有する。そして，ＤＰＤ１１（２１）は，送信信号の電力値に対応した歪補償値
（歪予測値）を送信信号に付加して，出力する。合成器４の出力信号に含まれる歪成分は
，送信増幅器１および２の双方に故障が発生していない状態（以下「正常状態」という。
）においては，ＡＭＰ１６および２６において付加され，送信増幅器１または２の一方に
故障が発生した状態（以下「故障状態」という。）においては，ＡＭＰ１６および２６の
うち，故障の発生していない側のＡＭＰのみにおいて付加される。
歪補償値は，ＤＰＤ１１（２１）により，送信信号およびフィードバック信号（たとえば
送信信号とフィードバック信号との差分）に基づいて求められる。このため，送信増幅装
置１００が作動を開始してから，ＡＭＰ１６および／または２６の増幅特性に応じた適切
な歪補償値が求まり，合成器４の出力信号に含まれる歪成分が歪補償値により打ち消され
て許容範囲内に収束するまでには，所定の時間を要する。同様にして，正常状態から故障
状態に移行した時や故障状態から正常状態に復帰した時も，適切な歪補償値が求まり，歪
成分が歪補償値により打ち消されて許容範囲内に収束するまでには，所定の時間を要する
。
ＱＭＯＤ１２（２２）は，ＤＰＤ１１（２１）の出力信号（Ｉ信号およびＱ信号）を直交
変調し，直交変調後の信号をＵＣＯＮＶ１３（２３）に与える。ＵＣＯＮＶ１３（２３）
は，ＱＭＯＤ１２（２２）から与えられたディジタル信号をアナログ信号に変換するとと
もに，このアナログ信号の周波数を中間周波数から無線周波数に周波数変換（アップコン
バート）する。無線周波数に変換されたアナログ信号は，利得制御部１５（２５）に与え
られる。なお，ディジタル信号をアナログ信号に変換する機能（Ｄ／Ａ変換機能）は，Ｑ
ＭＯＤ１２（２２）が有していてもよい。
利得制御部１５（２５）は，可変減衰器を有し，ＵＣＯＮＶ１３（２３）からのアナログ
信号のレベル（電力）を，設定された利得（減衰量）により減衰させ，減衰後のアナログ



(6) JP 4083167 B2 2008.4.30

10

20

30

40

50

信号をＳＷ３に与える。この利得制御部１５（２５）の利得は，正常状態では，定常値と
してたとえば０ｄＢに設定されている。したがって，正常状態では，変調部１０（２０）
からのアナログ信号は，減衰も増幅も行われない。
一方，図示しない制御装置からの選択信号（後述），または，他方の送信増幅器２｛１｝
（中括弧内の符号は送信増幅器１またはその構成要素の符号を示す。以下同じ。）の故障
検出部２７｛１７｝からの故障検出信号（後述）を受信すると，利得制御部１５（２５）
は，利得を定常値から所定の値Ｇに下げ，変調部１０（２０）からのアナログ信号の電力
を減衰させてＳＷ３に与える。
故障検出部１７（２７）は，対応する送信増幅器１（２）を監視して，その故障を検出し
，故障検出信号を他方の送信増幅器２｛１｝の利得制御部２５｛１５｝および制御装置（
図示略）に与える。故障には，変調部１０（２０），利得制御部１５（２５），およびＡ
ＭＰ１６（２６）のすべての故障もあるし，これらの少なくとも１つの故障もあり，故障
検出部１７（２７）は，これらいずれの故障も検出する。故障検出時の送信増幅装置１０
０の動作については，後に詳述する。
なお，故障は，たとえば，変調部１０（２０）の入力レベル（電力値）とＡＭＰ１６（２
６）の出力レベル（電力値）とを監視し，これらのレベル比がＡＭＰ１６（２６）の増幅
率（利得）の値と異なることにより検出することもできるし，ＡＭＰ１６（２６）の特定
のトランジスタの電圧を監視し，該電圧が異常な値となることにより検出することもでき
る。
ＳＷ３には，図示しない制御装置から，利得制御部１５および２５の一方の出力信号の選
択を指示する選択信号が入力される。ＳＷ３は，選択信号に従って利得制御部１５または
２５の一方からの出力信号を選択し，２つのＡＭＰ１６および２６に共通に供給する。
なお，ＳＷ３は，たとえばリレーにより構成することができる。また，ＳＷ３を，利得制
御部１５および２５から与えられる信号を合成する合成器により構成するとともに，利得
制御部１５および２５のうち選択されない側（非現用側）の電力供給を停止（電源オフ）
してもよい。これによっても，電力供給が停止された側の利得制御部からの信号はＳＷ（
合成器）３に供給されず，現用側の利得制御部からの信号のみがＳＷ３に供給されるので
，利得制御部１５および２５のうち現用側の信号をＡＭＰ１６および２６に共通に供給す
ることができる。なお，電力供給の停止は制御装置によって行われる。また，電力供給を
停止するのは，変調部１０または２０であってもよいし，その構成要素のＵＣＯＮＶ１３
または２３のみであってもよい。
ＡＭＰ１６（２６）は，ＳＷ３から供給される信号を増幅し，合成器４に与える。合成器
４は，ＡＭＰ１６および２６からの信号を合成して出力する。合成された信号は，たとえ
ば，図示しないアンテナから電波により移動通信端末に送信されるとともに，その一部は
ＤＣＯＮＶ１４および２４にフィードバックされる。
次に，このような構成を有する送信増幅装置１００の動作について説明する。
正常状態では，送信増幅器１および２に入力された送信信号は，変調部１０および２０に
より前置歪補償（プリディストート）および変調され，利得制御部１５および２５にそれ
ぞれ与えられる。利得制御部１５および２５の利得は定常値として０ｄＢに設定されてい
るので，変調部１０および２０からの信号は，減衰も増幅もされることなく，ＳＷ３に与
えられる。ＳＷ３は，制御装置の選択信号に基づいて，利得制御部１５または２５のうち
現用側からの信号を選択して，２つのＡＭＰ１６および２６に供給する。ＡＭＰ１６およ
び２６に供給された信号は，それぞれ増幅され，合成器４によって合成された後，図示し
ないアンテナから送信される。
このように，正常状態では，送信信号は２つのＡＭＰ１６および２６により増幅されるの
で，増幅器が１つの場合と比較して実質的に２倍の送信出力が得られる。また，ＡＭＰ１
６および２６により，歪成分が出力信号に付加される場合があるが，変調部１０または２
０による前置歪補償によって打ち消されるので，結果として，歪のない出力信号が得られ
る。
なお，変調部１０および２０のうち非現用側の電力供給が停止される場合には，非現用側
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で，信号の前置歪補償および変調が行われないのは言うまでもない。
一方，故障状態では，故障が発生した側の送信増幅器全体が停止（電力供給が停止）され
，あるいは，停止後，交換を行うために基地局を構成する装置等から取り外される。そし
て，故障の発生していない側の送信増幅器のみによって，送信信号の前置歪補償，変調，
および増幅が行われる。
故障の発生には，送信増幅器１および２のうち現用側に故障が発生する場合（第１のケー
ス）と，非現用側に故障が発生する場合（第２のケース）とがある。
送信増幅器１が現用側である場合に，第１のケースでは，故障を検出した故障検出部（す
なわち現用側の故障検出部）１７が，故障検出信号を他方の利得制御部（すなわち非現用
側の利得制御部）２５および制御装置（図示略）に与える。
利得制御部２５は，故障検出信号の受信後から所定の時間Ｔの間，利得を定常値から所定
の値Ｇに下げる（利得低下制御）。また，制御装置は，故障が検出された側の送信増幅器
１全体を停止（たとえば電力供給を停止）させるとともに，ＳＷ３に，送信増幅器２の利
得制御部２５からの信号を選択することを指示する選択信号を与える。なお，非現用側の
変調部２０の電力供給が停止されている場合には，制御装置は変調部２０への電力供給を
開始する。
これにより，現用側と非現用側が切り替えられ，変調部２０により前置補償および変調さ
れた信号が，利得制御部２５により減衰された後，ＳＷ３を介してＡＭＰ２６（ＡＭＰ１
６は停止）に与えられ，増幅される。所定の時間Ｔの経過後，利得制御部２５は利得の値
を定常値に戻す（利得戻し制御）。
第２のケースでは，故障を検出した非現用側の故障制御部２７は，故障検出信号を利得制
御部１５および制御装置に与える。利得制御部１５は，故障検出信号の受信後から所定の
時間Ｔの間，利得を定常値よりも低い所定の値Ｇに設定する。また，制御装置は，送信増
幅器２全体を停止させるが，故障が発生していない送信増幅器１はもともと現用側である
ので，ＳＷ３に選択信号を与えない。
これにより，変調部１０により前置補償および変調された信号は，利得制御部１５により
減衰され，ＡＭＰ１６（ＡＭＰ２６は停止）に与えられ，増幅される。所定の時間Ｔの経
過後，利得制御部２５は利得を定常値に戻す。
なお，送信増幅器２が現用側である場合の第１および第２のケースでも，送信増幅器１と
２とが入れ替わるだけで，同様の処理が実行される。また，非現用側の変調部等への電力
供給が停止される場合には，現用側に切り替えられることによって，制御装置によって電
力供給が開始されることとなる。
このように，故障発生直後に現用側の利得制御部１５または２５の利得を定常値よりも下
げることにより，故障発生直後の合成器４の出力信号に含まれる歪成分を抑制することが
できる。
すなわち，故障発生時には，正常状態における２つのＡＭＰ１６および２６による増幅状
態からＡＭＰ１６または２６の一方による増幅状態に移行し，増幅器の増幅特性が変化し
たのと等価な事態が発生する。これにより，２つのＡＭＰ１６および２６による増幅状態
において使用された歪補償値では，歪成分を十分に補償できなくなる。また，第１のケー
スにおいて，非現用側の変調部２０の電力供給を停止する制御が行われている場合には，
非現用側から現用側に切り替えられる変調部２０は，故障発生前は作動していないので，
歪補償値そのものを有しない。したがって，故障発生直後において，利得を下げることな
く信号の増幅を行うと，合成器４の出力信号にＡＭＰの歪成分が付加され，この歪成分に
よって，たとえば隣接するチャネルにノイズが発生するなどの事態が生じる。一方，利得
値が所定の値Ｇに下げられることにより，このような事態を回避できる。
したがって，利得値が下げられる「所定の値Ｇ」は，好ましくは，作動状態にあるＡＭＰ
１６または２６が増幅特性の線形領域で増幅作用を行うことができる値である。ただし，
移動通信端末との通信が切断されない送信出力を得る必要もあることから，移動通信端末
との通信が切断されない送信出力を得ることができる値で，かつ，ＡＭＰ１６または２６
の歪成分により隣接したチャネルに与えるノイズが許容される範囲の値（たとえば数ｄＢ
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程度）である。その具体的な値は，試験，実験，シミュレーション等により求められ，利
得制御部１５および２５にあらかじめ設定される。
また，利得値が所定の値Ｇに下げられている「所定の時間Ｔ」は，１つのＡＭＰによる作
動状態において，現用側のＤＰＤ１１または２１が歪補償値を適切な値に設定でき，ＡＭ
Ｐにより付加される歪成分が許容範囲内に収束するまでの時間である。その具体的な値は
，試験，実験，シミュレーション等により求められ，利得制御部１５および２５にあらか
じめ設定される。
図２は，故障発生前後の合成器４からの送信出力（電力値）の変化を示すグラフである。
故障発生直後，合成器４からの送信出力が一定の値（たとえば６ｄＢ）だけ低下している
。これは，合成器４からの出力信号がアンテナ側だけでなく，故障した送信増幅器１また
は２側にも一部流出することにより生じる現象である。その後，現用側の利得制御部１５
または２５の利得が所定の値Ｇに下げられることにより，送信出力が減少している。所定
の時間の経過後，利得制御部１５または２５の利得は定常値に戻されるので，送信出力は
，故障発生直後の６ｄＢ低下した状態に戻っている。
故障状態の送信増幅器１または２を基地局を構成する装置等から取り外す時にも，取り外
し直後から所定の時間Ｔの間，現用側の利得制御部１５または２５の利得は，所定の値Ｇ
に下げられる。故障が発生した送信増幅器の電力供給が停止されることにより，合成器４
からの出力信号のレベルは，前述したたとえば６ｄＢ低下するが，この送信増幅器を取り
外すことによって，合成器４からの出力信号のレベルの低下量が小さくなり（たとえば３
ｄＢ），これによっても，ＡＭＰの増幅特性が変化したのと等価な事態が生じるからであ
る。したがって，取り外した際にも，歪成分が発生する場合があり，この歪成分が歪補償
値によって補償され打ち消されるまでの間，変調部からの信号を減衰させることが好まし
い。
また，取り外し後，新たな送信増幅器が取り付けられる時にも，利得制御部に対して同様
の利得制御（利得低下制御および利得戻し制御）が行われる。新たな送信増幅器が取り付
けられることにより，取り外した場合と逆の状況となり，ＡＭＰの増幅特性の変化と等価
な事態が生じるからである。
さらに，取り付け後，取り付けられた送信増幅器に電力が供給され，１つのＡＭＰによる
増幅状態から２つのＡＭＰによる増幅状態に移行した際にも，利得制御部に対して同様の
利得制御が行われる。この移行時にも，増幅特性の変化と等価な事態が発生するからであ
る。
なお，この送信増幅器の取り外しおよび取り付けは制御装置（図示略）によって検出され
，利得制御部の利得制御は制御装置によって行われる。この取り外しおよび取り付けの検
出は，たとえば，送信増幅器に接続される所定の端子の電位の変化（取り付けられている
ときは接地電位，取り外されることにより開放電位）を監視することによって行うことが
できる。また，取り付けられた送信増幅器への電源投入時の利得制御も制御装置によって
行われる。
正常状態においても現用側と非現用側との切り替えが行われる場合において，非現用側の
変調部の電力供給が停止される運用が行われているときは，切り替え時に，非現用側から
現用側にされる利得制御部の利得を所定の値に下げることが好ましい。切り替え前には，
変調部への電力供給が停止されているので，変調部は切り替え前の歪補償値を有しないか
らである。
このように，本発明の第１の実施の形態による送信増幅装置１００によると，故障発生時
や送信増幅器の取り外し時，正常時における切り替え時の歪成分の発生を抑制することが
できる。
＜第２の実施の形態＞
図３は，本発明の第２の実施の形態による送信増幅装置２００の構成を示すブロック図で
ある。前述した第１の実施の形態による送信増幅装置１００と同じ構成要素には同じ符号
を付し，その説明を省略することとする。
送信増幅装置２００は，送信増幅装置１００の構成要素に加えて，送信増幅器１には電力
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計測部１８を有し，送信増幅器２には電力計測部２８を有する。また，利得制御部１９お
よび２９は，送信増幅装置１００の利得制御部１５および２５と一部異なる機能を有する
ので，異なる符合を付している。
電力計測部１８（２８）は，変調部１０（２０）に入力される信号の電力値（入力レベル
）を求めし，求めた電力値を利得制御部１９（２９）に与える。
利得制御部１９（２９）は，利得制御部１５（２５）と同様に，故障検出時，送信増幅器
の取り外し／取り付け時，取り付けた送信増幅器への電源投入時等に利得制御（利得低下
制御および利得戻し制御）を行うが，利得制御部１５（２５）と異なる点は，電力計測部
１８（２８）から与えられる電力値に応じて利得制御を行う点である。
具体的な利得制御には，以下の第１および第２の方法がある。
第１の方法は，故障検出時，送信増幅器の取り外し／取り付け時，取り付けた送信増幅器
への電源投入時等の電力計測部１８（２８）の電力値が所定の閾値以下の場合には利得を
下げず，電力値が所定の閾値より大きい場合には利得を上げる方法である。この所定の閾
値は，たとえば，ＡＭＰ１６および／または２６の線形領域と非線形領域との境界の入力
レベルとされ，利得制御部１５および２５にあらかじめ設定される。
これにより，ＡＭＰが線形領域で増幅作用を行うレベルの信号は減衰されず，ＡＭＰが非
線形領域で増幅作用を行うレベルの信号は減衰される。したがって，ＡＭＰにより歪成分
が付加される非線形領域では，信号の電力を減衰させることにより，歪成分を抑制するこ
とができる一方，ＡＭＰにより歪成分が付加されない線形領域では，信号の電力を減衰さ
せることなく信号を送信できる。これにより，送信出力レベルの変動をできるだけ少なく
することができ，安定した通信状態を維持することができる。
第２の方法は，故障検出時，送信増幅器の取り外し／取り付け時，取り付けた送信増幅器
への電源投入時等の送信電力に応じて利得低下量（減衰量）を可変にする方法である。た
とえば，電力計測部１８（２８）の電力値がＡＭＰの非線形領域の入力レベルである場合
には，利得低下量は電力値に比例した値とされ，電力値が線形領域の入力レベルである場
合には，利得低下量は０（すなわち減衰させない。）とされる。
これにより，歪成分の大小に応じて減衰量が大小され，より効果的な歪成分の抑制が可能
となるとともに，送信出力レベルの変動を最低限にすることができ，安定した通信状態を
維持することができる。
なお，利得制御部１５および２５は，電力値に比例した利得低下量を，あらかじめ設定さ
れた計算式により求めることもできるし，あらかじめ設定された，電力値と利得低下量と
を対応させたテーブルにより求めることもできる。
＜第３の実施の形態＞
上述した第１および第２の実施の形態において，利得低下制御後，利得を徐々に定常値に
戻すことができる。
図４は，本発明の第３の実施の形態における故障発生前後の合成器４からの送信出力（電
力値）の変化を示すグラフである。故障発生直後，図２のグラフと同様に，送信出力は，
一定値（たとえば６ｄＢ）低下し，その後，現用側の利得制御部１５または２５による利
得低下制御により，送信電力は低下している。利得制御部１５または２５は，利得低下制
御から所定の時間の経過後，利得を直ちに定常値に戻すのではなく，一定の時間をかけて
かけて徐々に戻す。
これにより，利得を元に戻す際の送信信号のスペクトラムの拡散が抑制される。その結果
，通信の安定性を維持でき，また，通信品質の低下を防止できる。
＜第４の実施の形態＞
利得低下制御後，利得を段階的に元に戻すこともできる。図５は，利得を段階的に戻す本
発明の第４の実施の形態による送信増幅装置３００の構成を示すブロック図である。前述
した第１の実施の形態による送信増幅装置１００と同じ構成要素には同じ符号を付し，そ
の説明を省略することとする。
送信増幅装置３００のＤＰＤ１１ａおよび２１ａ，ならびに，利得制御部１５ａおよび２
５ａは，送信増幅装置１００の対応する構成要素と一部異なる機能を有するので，異なる
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符合を付している。
ＤＰＤ１１ａ（２１ａ）は，ＤＰＤ１１（２１）と同様に前置補償を行うとともに，利得
低下制御後，利得を段階的に元に戻す利得戻し制御の際に，合成器４から与えられるフィ
ードバック信号に含まれる歪成分が所定のレベル以下に収束したかどうかを判断し，所定
のレベル以下に収束した場合には，収束したことを通知する信号（収束信号）を利得制御
部１５ａ（２５ａ）に与える。
利得制御部１５ａ（２５ａ）は，利得制御部１５（２５）と同様に，利得低下制御を行う
とともに，利得を定常値に戻す利得戻し制御の際に，利得を段階的に元に戻す。この利得
を段階的に戻すトリガが収束信号の入力である。すなわち，収束信号が入力されるごとに
，利得制御部１５ａ（２５ａ）は，あらかじめ設定された所定の量ずつ，利得を定常値に
段階的に近づけてゆく。
利得低下制御による送信出力の低下量をＰ（Ｐ＞０）とし，Ｐ÷ｎ＝ｐ（ｎは２以上の整
数で）とすると，利得制御部１５ａ（２５ａ）は，利得低下制御から所定の時間経過後，
送信出力がｐだけ増加するように利得を上げる（すなわち定常値に近づける）。これによ
り，合成器４の出力信号に含まれるＡＭＰ１６および／または２６による歪成分が僅かに
増大し，ＤＰＤ１１ａ（２１ａ）は適正な歪補償値を求める。これにより，歪成分が徐々
に減少する。
ＤＰＤ１１ａ（２１ａ）は，歪成分が所定のレベル以下に収束すると，収束信号を利得制
御部１５ａ（２５ａ）に与える。この収束信号の入力をトリガとして，利得制御部１５ａ
（２５ａ）は，再び送信出力がｐだけ増加するように利得を上昇させる。このような処理
が，利得が定常値に戻るまで繰り返される。
図６は，第４の実施の形態における故障発生前後の合成器４からの送信出力の変化を示す
グラフである。利得低下制御から所定の時間Ｔの経過後，利得が段階的に戻されるので，
それに伴い合成器４からの送信出力も段階的に上昇している。
このように，本実施の形態によると，歪制御の収束を確認しながら利得を戻すので，通信
品質（電波の品質）の低下を防止することができる。
なお，ｎの値は，送信出力をｐだけ増加させることにより発生する歪成分によって隣接チ
ャネルに与えるノイズが許容範囲内に収まる値とされることが好ましい。また，一定量ｐ
ずつ送信電力を増加させるのではなく，ｐ１，ｐ２，…，ｐｎとそれぞれ異なる量ずつ送
信電力を増加させてもよい。
この段階的な利得戻し制御は，第２の実施の形態による送信増幅装置２００にも適用する
ことができる。
＜他の実施の形態＞
これまで述べた実施の形態では，送信増幅器１および２に利得制御部１５および２５がそ
れぞれ設けられているが，これら２つの利得制御部１５および２５の代わりに１つの利得
制御部をＳＷ５の出力側に設けることもできる。
また，第２の実施の形態では，送信増幅器１および２の入力信号をそれぞれ計測する電力
計測部１８および２８が設けられているが，これらの電力計測部１８および２８の代わり
にＡＭＰ１６および２６の出力信号の電力を計測する電力計測部が設けられてもよい。そ
して，利得制御部１９および２９は，出力信号の電力に応じて利得制御を行ってもよい。
産業上の利用の可能性
本発明は，信号を増幅する増幅装置に利用することができ，たとえば，移動通信システム
の基地局において，移動通信端末への送信信号を増幅する増幅装置に利用することができ
る。
本発明によると，前記２つの増幅器の双方の作動状態からいずれか一方の作動状態に移行
する際，いずれか一方の作動状態から双方の作動状態に移行する際，いずれか一方の増幅
器が除去される際，除去されたいずれか一方の増幅器が取り付けられる際，または，一方
の変調部（前置補償器を含む。）から他方の変調部（前置補償器を含む。）に切り替える
際の過渡状態において，増幅器の出力信号に含まれる歪成分を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
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図１は，本発明の第１の実施の形態による送信増幅装置の構成を示すブロック図である。
図２は，本発明の第１の実施の形態における故障発生前後の合成器からの送信出力の変化
を示すグラフである。
図３は，本発明の第２の実施の形態による送信増幅装置の構成を示すブロック図である。
図４は，本発明の第３の実施の形態における故障発生前後の合成器からの送信出力の変化
を示すグラフである。
図５は，本発明の第４の実施の形態による送信増幅装置の構成を示すブロック図である。
図６は，本発明の第４の実施の形態における故障発生前後の合成器からの送信出力の変化
を示すグラフである。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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